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【要旨】
本論文は、生涯学習プログラム編成方法論を解明する研究の一環として、世代間交流事
業における生涯学習プログラム編成に着目し、その計画・立案段階において学習者や地域
住民の参加する「学習者・住民参加型」の規定要因を解明しようとするものである。ここ
では、全国の青少年教育関連施設、及び公民館を対象とする調査結果に基づき、施設の内
的・外的要因に関連する総計８８要因と「学習者・住民参加型」との関連について、ロジス
テイツク回帰分析を行った。その結果、「学習者・住民参加型」は青少年教育関連施設の場
合、当該施設の内的人的要因のいくつかに強く規定されること、また公民館の場合には、
内的人的要因以外にも、準備活動や学習内容、施設の交通の利便性といった要因にも規定
されることを明らかにした。ここではそれらの分析結果に基づき、「学習者・住民参加型」
の促進に求められる、具体的な生涯学習プログラム編成を５項目にまとめた。

Ｉ研究の目的
本研究は、生涯学習プログラム編成方法論を解明する研究の一環として、世代間交流を
目的とする事業（以下、世代間交流事業とする）における生涯学習プログラム編成を取り
上げ、その計画・立案段階において、学習者や地域住民の参加する「学習者・住民参加型」
に着目し、その規定要因を明らかにすることを目的としている。
筆者は、これまでに東京都の生涯学習関連施設や、茨城県の公民館の事例を用いて生涯
学習プログラム編成の類型とその規定要因の一部を明らかにしたが、それらはあくまでも
ある特定の地域に限定された分析であった(')。そこで本研究では、これまでの先行研究の
分析結果を踏まえながら、全国の青少年教育関連施設、及び公民館の調査データを基に、
当該施設の内的・外的要因の中から、特に世代間交流事業における「学習者・住民参加型」
を強く規定する要因の分析を試みることとした。
なお、世代間交流事業と言ってもいろいろなものがあると思われるが、ここでは生涯学
習関連施設において「小・中・高等学校の年齢段階にある青少年」と「その父母・祖父母
にあたる年齢層の者との交流」を目的とする事業を意味するものとした。
本研究が、世代間交流事業における、「学習者・住民参加型」の生涯学習プログラム編成
に特に着目するのは、以下のような理由による。第一に世代間交流事業の推進は、今日の
核家族化や都市化の進展に伴う様々な問題に対処する一つの方途として、生涯学習関連施
設に期待される重要な課題となっていること。第二に、学習プログラム編成における、学
習者や地域住民の計画・立案段階への参加は、平成８年度の生涯学習審議会答申でその促
進が指摘されるばかりでなく、平成１１年６月の生涯学習審議会答申においても、特に青
少年の企画段階からの参加が子どもたちの自主性を育むこと、また地域社会が担い手とな
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る子供の学習機会の提供は、優れた内容の学習機会に繋がることが期待されることからそ
の促進が求められている。本研究において、世代間交流事業における「学習者・住民参加
型」の規定要因を分析することは、上記のような今日推進の求められる世代間交流事業に
おいて、学習対象者となる青少年や地域住民が、計画・立案の担い手となる生涯学習プロ
グラム編成を実施するために、具体的にどのような要因に配慮する必要があるかを検討す
る一つの手がかりになると考えたためである。さらに、生涯学習プログラムの類型とその
規定要因の分析から、生涯学習プログラム編成方法論を解明する研究にとってみれば、全
国調査に基づく世代間交流事業における「学習者・住民参加型」の規定要因分析は、先行
研究の仮説の精綴化を図り、研究に新たな知見を加えると考えられるためである。
I I研究の方法
（１）分析方法と調査の概要
本研究は、文部省委嘱研究「青少年施設等の役割に関する調査研究（世代間交流の拠点
として)」の一環として、平成１０年２月に実施された「青少年を対象とする学習プログラ
ムに関する調査」(2)により収集されたデータを基に、その再分析を行うものである。
ここでは、「学習者・住民参加型」に焦点をあてつつ、全体のデータ分析を行うと共に、

施設の種類別に規定要因を分析する。分析手法としては、クロス集計、検定、及びロジス
テイツク回帰分析を活用する。
本調査の概要を述べれば、以下の通りである。調査対象施設は、青少年教育関連施設と
して、１９９６年度版の「全国青少年教育関係施設ガイド」に掲載される総計1,320施設の全
数、さらに公民館は平成３年度版の「全国公民館名鑑」に掲載される公民館の中から、延
べ面積が３３０㎡以上の公民館を母集団とし、層別無作為抽出法によって抽出された4,078
施設を対象とした。施設の種類別にみた調査票の配布数、有効回収数、有効回収率は第１
表に示す通りである。有効回収数は2,508であり、有効回収率は46.5％であった。なお、
本分析は、それらの施設が平成８年度に実施した世代間交流事業の学習プログラム、総計
4,737事例を分析する。

第１表調査票配布数、及び有効回収数．有効回収率

（２）分析の枠組み一生涯学習プログラム編成における学習者・住民参加型の分類基準一
本研究で着目する「学習者・住民参加型」は、生涯学習プログラム編成を計画．立案の
主体の違いによって類型化した場合の一つの型である。第２表に示すように、その分類基
準は「学習者と地域住民の両者か、そのいずれかが計画．立案作業を行う。または学習者
と地域住民の両者か、そのいずれかと、施設・機関の職員や講師、運営審議会等専門的組
織の構成員などとの共同で計画・立案作業を行う」タイプを意味している。なお、ここで
の分類においては、「学習者・住民参加型」との比較として、従来からの生涯学習プログラ
ム編成に多かったと考えられる施設・機関の職員のみで計画・立案作業を行う「職員単独
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調査票配布数 有効回収数 有効回収率 世代間交流事業
学習プログラム

青少年教育関連施設 1,320 666 50.5％ 1,362
公民館 4,078 1,842 45.2％ 3,375
全 体 5,398 2,508 46.5％ 4,737



型」もあわせて調べることとした。
第２表学習者・住民参加型と職員単独型の分類基準

（３）本研究の規定要因分析に取り上げる要因
第３表は、本研究において「学習者・住民参加型」の規定要因を分析するにあたり、規
定要因絞り込みの事前分析として、「学習者・住民参加型」との関連を、クロス集計で調べ
るために調査した項目、及び各項目に含まれる要因名と変数を、施設の内的・外的要因群
別に示したものである。規定要因としては、計３３の調査項目により、総計８８要因を取り
上げた。なお、ここで取り上げた要因は、先の茨城県の事例による分析結果において「学
習者・住民参加型」の規定要因に析出された要因と、さらに世代間交流事業の場合に規定
力を有すると思われる要因を附加し、分析することとしたものである。
第３表規定要因絞り込みの事前分析で取り上げる内的・外的要因の内訳〉析で取り上げる内的・外的要因の内ｉ

N o . 要 因 名
１：事業対象者
２：学習内容
３：学習方法
４：講師・助言者の種類
５：事業展開時のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加の有無
６：準備活動の種類
７：広報活動の媒体
８：学習目標の設定の有無
９：学習活動計画案作成の有無
１０：主催者としての評価の有無
11:学習者による評価の有無

１２：正規職員数
１３：事業の発案者の種類
１４：利用者の年齢層が幅広いか否か
１５：専門職員の人数不足の有無
１６：受け入れ人数に対する制限の有無

１７：研修室の多少
１８：高齢者利用に対応した施設か否か
１９：利用しやすい改築実施の有無
２０：野外施設の有無
２１：芝生などの広場の有無
２２：当該施設による学習者送迎の有無
２３：バリアフリーの対応の有無

２４：事業予算額
２５：参加費用の額
２６：世代間交流事業の予算不足の有無

２７：高齢者が多数居住か否か
２８：高齢者サークルが存在するか否
２９：世代間交流事業の指導員確保が容易か
３０：社会教育活動への地元関心・理解の有無
３１：公共交通機関の利便性の有無
３２：都市部・住宅地か否か
３３：山海近く自然とふれあえるか否か

事前分析
項目No. （変数No.)

(X１～X10)
(X11～X19)
(X20～X25)
(X26～X32)
(X33)
(X34～X41)
(X42～X48)
(X49)
(X50)
(X51)
(X52)

要 因 群 名
1．学習関係要因

当
該
施
設
の
内
的
要
因

(X53)
(X54～X61)
(X62)
(X63)
(X64)

(X65))
(X66)
(X67)
(X68)
(X69)
(X70)
(X71～X78)

(X79)
(X80)
(X81)
(X821
(X83)
(X84)
(X85)
(X86)
(X87)
(X88)

２．人的要因
２.１人的面の実態

2.2人的問題の有無

３．物的要因…
３．１物的条件整備の実態

４．財政的要因…
４．１財政面の実態

当
該
施
設
の
外
的
要
因

4.2財政的問題の有無

因

因

》

要

要

因

境

境

要

環

環

的

域

然

人

地

自

５

６

７

１
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計画・立案の主体別にみた２類型の分類基準

1．職員単独型 施設・機関の職員のみで計画・立案作業を行う
2．学習者･住民参加型 学習者と地域住民の両者か、そのいずれが計画・立案作業を行う。ま

たは、学習者と地域住民の両者か、そのいずれかと、施設・機関の職
員や講師､運営審議会等専門的組織の構成員などとの共同で計画･立
案作業を行う。



I I I分析結果及び考察
（１）「職員単独型」と「学習者・住民参加型」の分類結果
世代間交流事業において「学習者・住民参加型」による学習プログラム編成は、どの程
度の割合で実施されているのだろうか。第５表は、「職員単独型」との比較を試みながら、
世代間交流事業における「学習者・住民参加型」の割合を示したものである。青少年教育
関連施設における「学習者・住民参加型」の割合は、全体のわずか２％強であった。反対
に「職員単独型」は、６５％以上を占める割合で実施されている。公民館の場合について見
ると、青少年教育関連施設に比べて、若干「学習者・住民参加型」の割合が増加し、全体
の約１５％程度を占め、「職員単独型」の割合は全体の４０％強を占めた。
いずれの施設においても、全体に占める「職員単独型」による学習プログラム編成の実
施率は、高い傾向が見られる。一方、「学習者・住民参加型」による学習プログラム編成の
実施率は、現在の段階では限られた範囲に止まっており、特に青少年教育関連施設におい
ての実施率が低いと言えよう。
第５表世代間交流事業における施設の種類別にみた各類型の分類結果

％（実数）
（２）「学習者・住民参加型」の規定要因分析
世代間交流事業における「学習者・住民参加型」は、いかなる施設の内的・外的要因に
規定されるのだろうか。また規定力を有する要因は、「学習者･住民参加型」の生起に対し
て、具体的にどの程度の効果を有しているか。それらを明らかにするために、ここでは前
述のロジステイツク回帰分析の手法を活用することとした。
ロジステイック回帰分析について簡単に述べれば、これは、事象の発生する確率を直接

予測する分析手法である。その最大の特徴は、独立変数となる要因のリスクの評価を、オ
ッズ比と呼ばれる値を算出することによって行える点にある。オッズ比についての説明を
付加すれば、ある事象の発生する「オッズ」とは、発生しない確率に対する発生確率の比
率として定義される値を意味する。「オッズ比」とは、一つの独立変数について見た場合、
他の変数が変化せずに当該変数が１単位増加した場合に、それによって「オッズ」の変化
する率を意味している。即ち、我々は､各要因についてのオッズ比を算出することにより、
当該要因の１単位の変化による、事象の発生に対する効果を評価することが可能となる(3)。
ここでは、青少年教育関連施設と公民館別に、規定要因の分析結果を説明する。第６表
は、外的基準として「学習者．住民参加型」をとり、独立変数として、前掲の８８の内的・
外的要因の中から「学習者．住民参加型」との関連がｘ２乗検定の結果、有意水準５％未
満で関連の認められる計’７要因を取り上げてロジステイック回帰分析を行った結果を示
している。分析の結果、青少年教育関連施設の場合、第６表に示される５つの要因が析出
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職員単独型 学習者・住
民参加型

その他の型 不 明 総 計

青少年教育関連施設 65.7％
（895）

2.1％
（２８）

28.7％
（391）

3.5％
(４８）

100％
(１３６２）

公民館 40.1％
(1356）

14.9％
(501）

39.8％
(１３４７）

5.2％
(175）

100％
(３３７５）

合 計 47.5％
(2251）

11.2％
(５２９）

36.6％
(１７３４）

4.7％
(223）

100％
(４７３７）



された。第６表に示されるWald検定のＰ値は、各要因の有意性検定の結果を示すもので
ある。その結果によれば、５要因は強い規定力を有し、「学習者・住民参加型」の生起の予
測に役立つことが明らかとなった。さらにモデルの適合度検定や、ここでのデータの当て
はまりの良さをみるHosmer&Lemeshow検定においても､本分析結果の精度が高いこと
を表している(の。次に、第６表の具体的な内容を説明することとしよう。
第６表学習者・住民参加型に影響を及ぼす要因のロジステイック回帰分析結果

一青少年教育関連施設の場合一

（注 ) M o d e l の 適 合度検定 : X 2 値 6 0 . 7 5 , d f 4 , p < 0 . 0 0 1
HosmerandLemeshow検定:X2値0 .67 , d f2 , p >0 . 6

青少年教育関連施設の場合、最もオッズ比が高く、「学習者・住民参加型」の生起に影響
を及ぼす要因は、学習者の「父母・祖父母を講師・助言者としたか否か」であり、次いで
「施設外の人からの事業の発案を取り入れたか否か」「高校生を学習対象者としたか否か」
「地域の一般住民を講師･助言者としたか否か」「社会生活や社会参加に関する学習内容を
取り上げたか否か」などの５要因があげられた。

第１図学習者・住民参加型の生起に対する各要因のオッズ比
一青少年教育関連施設の場合一
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規 定 要 因 名 係数 標 準
偏差

オヅズ比 オ ッ ズ 比 の
95％信頼区間

Wald検定
: p 値

講師・助言者：父母・祖父母 3.06 0.68 2１．４１ 5.62， 81.57 0.0000
事業の発案者：施設外の人 1.96 0.68 7.10 1.86， 27.19 0.0042
学習対象者：高校生 1.72 0.50 5.62 2.09, 15.07 0.０００６
講師･助言者：地域の一般住民 1．５１ 0.49 4．５１ 1.72， 11.78 ０.００２１
学習内容：社会生活・社会参加 1.30 0.50 3.68 2.09, 1５．０７ 0.0099



第１図は、「学習者・住民参加型」の生起に対する各要因のオッズ比を、値の高い順に棒
グラフに示したものである｡ここでは各要因毎に､該当しないグループを１とした場合の、
該当するグループのオッズ比の値を表している。具体的にオッズ比の最も高い「父母・祖
父母を講師･助言者としたか否か｣について見ると､それに該当する場合のオッズ比が２１．４
を示すことは、父母・祖父母を講師・助言者とする場合、それらを講師・助言者としない
場合に比べて「学習者・住民参加型」による学習プログラム編成の行われる確率が、２１．４
倍に増加することを意味している。同様に「施設外の人物からの発案」を取り入れる場合
は７．１倍、「高校生を学習対象者」とする場合は５．６倍、「地域の一般住民を講師・助言者」
とする場合は4.5倍、「学習内容に社会生活や社会参加｣を取り入れる場合は3.7倍に、「学
習者・住民参加型」の学習プログラム編成の行われる確率が増加する。
それら５要因中、４要因は内的人的要因に関する要因である。オッズ比も高い値を示す
ことから、青少年教育関連施設における「学習者・住民参加型」の学習プログラム編成を
促進には、それらの内的人的要因に配慮する必要性が高いと言えよう。
さらに第７表は、同様の手法を用いて、公民館の場合についての分析結果をまとめたも
のである。公民館の場合、青少年教育関連施設に比べて規定要因数が多く、計８要因が析
出された。その結果によれば、青少年教育関連施設の場合と同様に「事業の発案者」や「講
師･助言者」「学習内容｣に関する同一の要因があげられる共通点も認められる一方で、「準
備活動として事業対象者との話し合いを行ったか否か」「ボランティア活動に関する学習
内容を取り上げたか否か」「公共交通機関の利便性があるか否か」「正規職員数」といった
異なる要因も、「学習者・住民参加型」を強く規定する要因であるとこが明らかとなった。
第７表学習者・住民参加型に影響を及ぼす要因のロジステイツク回帰分析結果

一公民館の場合一

（注 ) M o d e l の適合度検定 : X 2 値 2 9 1 . 2 3 j d f 7 , p < 0 . 0 0 1
HosmerandLemeshow検定:X2値3 .86 ,d f6 , p >0 .7

第２図は青少年教育関連施設の場合と同様に、オッズ比の高い順に各要因を示したもの
である｡公民館の場合に析出された特徴的な要因のオッズ比を見ると、「準備活動として事
業対象者との話し合い」を行う場合は、それを行わない場合に比べて２．１倍、同様に「ボ
ランティア活動に関する学習内容」を取り上げる場合は１．５倍、「公共交通機関の利便性」
がある場合は１．３倍に「学習者･住民参加型｣の行われる確率が増加することが示された。
また反対に「正規職員数｣についてみると、１人正規職員数が増加するにつれて「学習者・
住民参加型」の行われる確率は０．９倍に減少することが明らかとなった。
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規 定 要 因 名 係数 標準
偏差

オヅズ比 オッズ比の
95％信頼区間

Wald検定
: p 値

事業の発案者：施設外の人 1.37 0.15 3.94 2．９７, 5.24 0.0000
講師・助言者：地域の一般住民 0.90 0．１１ 2.45 1．９７， 3.04 0.0000
準備活動：事業対象者との話し合い 0.75 0.12 2．１１ 1.68 , 2.65 0.0000
講師・助言者：父母・祖父母 0,59 ０．１６ 1．８１ 1.32， 2.47 0.0002
学習内容：社会生活・社会参加 0．４７ ０．１３ 1.60 1.23， 2.08 0.0005
学習内容：ボランティア活動 0.40 0，１７ １．４９ 1．０７， 2.08 0.0190
地域環境：交通の利便性 0.29 0.11 1.33 1．０７, 1.65 0.0087
人的要因：正規職員数 -0.07 0.03 0.92 0.88， ０．９８ 0.0036



第２図学習者・住民参加型の生起に対する各要因のオッズ比
一公民館の場合一
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公民館の場合、「学習者・住民参加型」の生涯学習プログラム編成を促進するためには、
青少年教育関連施設であげられた要因以外にも、準備活動として学習者との話し合いを行
ったり､ボランティア活動に関する学習内容での世代間交流事業を検討したり､さらには、
計画・立案の場の、交通の利便性にも十分に配慮する必要性が高いと言えよう。
なお、正規職員数について見れば、現状では公民館の正規職員数の増加は「学習者・住
民参加型」の生起に対しマイナス要因として働いていることを意味している。正規職員数
の増加は、当然、専門的知識や技術を有する職員の増加を意味するため、そうした場合に
は、学習者や地域住民の計画・立案への参加を待たずに、予め職員が計画・立案作業を行
ってしまう傾向が強まるためではないかと思われる。
Ⅳおわりに
本研究では、青少年教育関連施設と公民館の世代間交流事業における「学習者・住民参
加型」の学習プログラム編成に着目し、その規定要因の分析を行った。その結果、いくつ
かの規定力の強い要因と、各要因の変化による「学習者・住民参加型」の生起に対する効
果の一部を明らかにした。ここでの規定要因分析の結果によれば、世代間交流事業におけ
る「学習者・住民参加型」の促進を図るためには、具体的に以下のような事項の生涯学習
プログラム編成の実施が期待されると言えよう。
①「講師・助言者」として地域の一般住民や学習者の父母・祖父母を活用すること
②事業の発案を施設外の人材から積極的に取り入れること
③「社会生活や社会参加、ボランティアに関する学習内容」で世代間交流事業を企画す
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ること
さらに公民館の場合には、規定要因分析の結果から以下の２項目もあげられるだろう。
④準備活動として学習者との話し合いを行うこと
⑤公共交通機関の利便性に配慮して、計画・立案の場を検討すること
しかし、ここでの研究はあくまでもある時点での横断的研究の一つであり、また世代間

交流事業に絞った分析に止まるものである。今後、生涯学習プログラム編成の類型とその
規定要因の分析から、生涯学習プログラム編成方法論を解明するためには、継続的な調査
に基づく縦断的研究や、異なる事業を対象とする分析の積み重ねにより、本研究の仮説を
より精纈化する必要があり、それは今後に残される研究課題である。
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(4)ロジスティック回帰分析におけるモデルの適合度検定は、「求めたロジステイツク回帰
式は予測に役立たない」という仮説を検定するものであり、有意確率が有意水準p==
０．０５より小さいので、仮説は棄却される。即ち、モデルが予測に役立つことを意味し
ている。一方、Hosmer&Lemeshow検定は、「ロジステイック回帰モデルはよく適合
している」という仮説を検定するものである。検定統計量に基づくその有意確率は、有
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